
茨城県後期高齢者医療広域連合　連結会計 【様式第 1号】

（単位：円） 

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 1,697,206,035           固定負債 39,123                    
    有形固定資産 4,620,082                   地方債 -                           
      事業用資産 2,632,103                   長期未払金 -                           
        土地 352,087                     退職手当引当金 39,123                    
        立木竹 -                              損失補償等引当金 -                           
        建物 5,276,535                   その他 -                           
        建物減価償却累計額 -2,996,519               流動負債 70,805                    
        工作物 -                              １年内償還予定地方債 -                           
        工作物減価償却累計額 -                              未払金 -                           
        船舶 -                              未払費用 -                           
        船舶減価償却累計額 -                              前受金 -                           
        浮標等 -                              前受収益 -                           
        浮標等減価償却累計額 -                              賞与等引当金 3,132                     
        航空機 -                              預り金 67,673                    
        航空機減価償却累計額 -                              その他 -                           
        その他 -                          負債合計 109,928                  
        その他減価償却累計額 -                          【純資産の部】
        建設仮勘定 -                            固定資産等形成分 1,730,543,535          
      インフラ資産 -                            余剰分（不足分） 7,221,525,617          
        土地 -                            他団体出資等分 -                           
        建物 -                          
        建物減価償却累計額 -                          
        工作物 -                          
        工作物減価償却累計額 -                          
        その他 -                          
        その他減価償却累計額 -                          
        建設仮勘定 -                          
      物品 3,369,553               
      物品減価償却累計額 -1,381,574             
    無形固定資産 -                          
      ソフトウェア -                          
      その他 -                          
    投資その他の資産 1,692,585,953         
      投資及び出資金 446,500                 
        有価証券 -                          
        出資金 -                          
        その他 446,500                 
      投資損失引当金 -                          
      長期延滞債権 92,451,322             
      長期貸付金 -                          
      基金 1,610,531,087         
        減債基金 -                          
        その他 1,610,531,087         
      その他 -                          
      徴収不能引当金 -10,842,956           
  流動資産 7,254,973,045         
    現金預金 7,206,940,195         
    未収金 16,829,233             
    短期貸付金 -                          
    基金 33,337,500             
      財政調整基金 33,337,500             
      減債基金 -                          
    棚卸資産 -                          
    その他 -                          
    徴収不能引当金 -2,133,883             純資産合計 8,952,069,152          
資産合計 8,952,179,080         負債及び純資産合計 8,952,179,080          

貸借対照表
（平成31年 3月31日）

会計名・団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

茨城県市町村総合事務組合
※退職手当事業以外

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.06%



茨城県後期高齢者医療広域連合　連結会計 【様式第 2号】

（単位：円） 

  経常費用 323,385,698,315              

行政コスト計算書
自　平成30年 4月 1日

至　平成31年 3月31日

科目名 金額

    業務費用 7,790,789,344                  

      人件費 19,737,609                      

        職員給与費 8,011,308                       

        賞与等引当金繰入額 3,132                             

        退職手当引当金繰入額 -5,907                           

        その他 11,729,076                      

      物件費等 2,014,000,476                  

        物件費 2,010,913,496                  

        維持補修費 2,491,781                       

        減価償却費 595,199                          

        その他 -                                   

      その他の業務費用 5,757,051,259                  

        支払利息 -                                   

        徴収不能引当金繰入額 3,921,634                       

        その他 5,753,129,625                  

    移転費用 315,594,908,971              

      補助金等 315,594,867,638              

      社会保障給付 -                                   

      他会計への繰出金 -                                   

      その他 41,333                           

  経常収益 570,730,252                    

    使用料及び手数料 113,823                          

    その他 570,616,429                    

純経常行政コスト 322,814,968,063              

  臨時損失 -                                   

    災害復旧事業費 -                                   

    資産除売却損 -                                   

    投資損失引当金繰入額 -                                   

    損失補償等引当金繰入額 -                                   

    その他 -                                   

純行政コスト 322,814,968,063              

  臨時利益 -                                   

    資産売却益 -                                   

    その他 -                                   

会計名・団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

茨城県市町村総合事務組合
※退職手当事業以外

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.06%



茨城県後期高齢者医療広域連合　連結会計 【様式第 3号】

（単位：円） 

科目名 合計
固定資産等

形成分
余剰分

(不足分)
他団体

出資等分

前年度末純資産残高 8,340,049,444 3,143,306,239 5,196,743,205 - 

  純行政コスト（△） -322,814,968,063 -322,814,968,063 - 

  財源 323,426,135,657 323,426,135,657 - 

    税収等 186,784,981,211 186,784,981,211 - 

    国県等補助金 136,641,154,446 136,641,154,446 - 

  本年度差額 611,167,594 611,167,594 - 

  固定資産等の変動（内部変動） -1,413,621,478 1,413,621,478 

    有形固定資産等の増加 10,770 -10,770 

    有形固定資産等の減少 -595,199 595,199 

    貸付金・基金等の増加 54,363,751 -54,363,751 

    貸付金・基金等の減少 -1,467,400,800 1,467,400,800 

  資産評価差額 - - 

  無償所管換等 - - 

  他団体出資等分の増加 - - 

  他団体出資等分の減少 - - 

  比例連結割合変更に伴う差額 852,115 858,774 -6,659 

  その他 -1 - -1 

  本年度純資産変動額 612,019,708 -1,412,762,704 2,024,782,412 - 

本年度末純資産残高 8,952,069,152 1,730,543,535 7,221,525,617 - 

純資産変動計算書
自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

会計名・団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

茨城県市町村総合事務組合
※退職手当事業以外

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.06%



茨城県後期高齢者医療広域連合　連結会計 【様式第 4号】

（単位：円） 

  業務支出 323,381,187,470 
    業務費用支出 7,786,278,499 
      人件費支出 19,743,597 

資金収支計算書
自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

    移転費用支出 315,594,908,971 
      補助金等支出 315,594,867,638 
      社会保障給付支出 - 

      物件費等支出 2,013,405,277 
      支払利息支出 - 
      その他の支出 5,753,129,625 

    税収等収入 186,784,981,211 
    国県等補助金収入 136,641,154,446 
    使用料及び手数料収入 113,823 

      他会計への繰出支出 - 
      その他の支出 41,333 
  業務収入 323,980,898,248 

    その他の支出 - 
  臨時収入 - 
業務活動収支 599,710,778 

    その他の収入 554,648,768 
  臨時支出 - 
    災害復旧事業費支出 - 

    基金積立金支出 26,769,426 
    投資及び出資金支出 192,000 
    貸付金支出 - 

【投資活動収支】

  投資活動支出 26,972,196 
    公共施設等整備費支出 10,770 

    基金取崩収入 1,467,273,300 
    貸付金元金回収収入 - 
    資産売却収入 - 

    その他の支出 - 
  投資活動収入 1,467,592,800 
    国県等補助金収入 - 

  財務活動支出 - 
    地方債償還支出 - 
    その他の支出 - 

    その他の収入 319,500 
投資活動収支 1,440,620,604 
【財務活動収支】

財務活動収支 - 
本年度資金収支額 2,040,331,382 
前年度末資金残高 5,166,539,759 

  財務活動収入 - 
    地方債発行収入 - 
    その他の収入 - 

本年度歳計外現金増減額 -399,615 
本年度末歳計外現金残高 67,673 
本年度末現金預金残高 7,206,940,195 

比例連結割合変更に伴う差額 1,381 
本年度末資金残高 7,206,872,522 

前年度末歳計外現金残高 467,288 

会計名・団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

茨城県市町村総合事務組合
※退職手当事業以外

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.06%



I. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･････････････････････････････取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

ア. 昭和 59 年度以前に取得したもの･････････再調達原価 

ただし，道路，河川，及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

イ. 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川，及び水路の敷地は備忘価格１円としていま

す。 

② 無形固定資産･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし，取得原価が不明なものは再調達原価としています。 

  

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のある有価証券等････････････････会計年度末における市場価格 

② 市場価格がない有価証券等････････････････取得原価 

ただし，市場価格のないものについて，実質価額が著しく低下した場合には，相当の

減額を行うこととしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。） 

･････････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職

手当要支給額を計上しております。 

③ 賞与等引当金 

 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額



の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

5. リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリ

ース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

イ. ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としています。 

このうち現金同等物は，短期投資の他，出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

 

7. 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

  該当なし 

 

 

III. 重要な後発事象 

  該当なし 

 

 

IV. 重要な偶発債務 

  該当なし 

 

 



V. 追加情報 

1. 連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

茨城県市町村総合事務組合 

※退職手当事業以外 

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.06% 

 連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。 

  

2. 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）に

おいては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

4. 売却可能資産の範囲及び内訳 

   該当資産はありません。 


	連結会計（加工用）
	BS
	BS (千円)
	PL
	PL (千円)
	NW
	NW (千円)
	CF
	CF (千円)

	5_注記（連結会計）



